
11月 3日・文化の日
23日・勤労感謝の日

（霜月） November

昭和56年５月31日以前に建築された居住用家屋の耐震改修をし
た場合に、改修費用の一定額を税額控除できる「耐震改修促進税
制」の適用を受けるには、地方公共団体の一定の計画区域内で建
築されたものという地域要件がありましたが、この要件が廃止さ
れ本年６月30日以後の改修契約分から適用されています。
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ワンポイント

1 1月の税務と労務

耐震改修促進税制の地域要件を廃止

国　税／10月分源泉所得税の納付
11月10日

国　税／所得税予定納税額の減額承
認申請 11月15日

国　税／所得税予定納税額第2期分
の納付 11月30日

国　税／9月決算法人の確定申告
（法人税・消費税等）11月30日

国　税／12月、3月、6月決算法人の
消費税等の中間申告

（年3回の場合）11月30日

国　税／3月決算法人の中間申告
11月30日

国　税／個人事業者の消費税等の中
間申告

（年3回の場合）11月30日
地方税／個人事業税第2期分の納付

都道府県の条例で定める日

・
・
1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

・
・
・
・
・
・
・
・
・
・

※税を考える週間  11月11日〜11月17日
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交
通
事
故
、
け
ん
か
（
正
当
防
衛

を
除
き
ま
す
）
な
ど
加
害
者
（
第
三

者
）
の
行
為
に
よ
っ
て
ケ
ガ
や
病
気

に
な
っ
た
場
合
、
被
害
者
は
、
そ
の

治
療
に
必
要
な
医
療
を
健
康
保
険
を

使
っ
て
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

一
方
、
事
故
を
発
生
さ
せ
た
加
害

者
は
、
そ
の
ケ
ガ
や
病
気
に
か
か
る

医
療
費
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
。

今
回
は
、
ケ
ガ
や
病
気
の
原
因
が
、

第
三
者
に
よ
っ
て
発
生
し
た
場
合
の

「
第
三
者
行
為
災
害
」
に
つ
い
て
解
説

し
ま
す
。

ま
ず
、
届
出
を

健
康
保
険
の
被
保
険
者
ま
た
は
被

扶
養
者
が
、
近
所
の
飼
い
犬
に
噛
ま

れ
て
ケ
ガ
を
し
た
り
、
自
転
車
に
ぶ

つ
け
ら
れ
て
ケ
ガ
や
病
気
と
な
っ
た

場
合
な
ど
、
そ
の
原
因
が
仕
事
中
ま

た
は
通
勤
途
中
の
も
の
（
こ
の
場
合

は
、
労
災
保
険
か
ら
給
付
が
受
け
ら

れ
ま
す
）
以
外
で
あ
れ
ば
、
加
害
者

の
行
為
に
よ
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、

健
康
保
険
を
使
っ
て
治
療
（
療
養
の

給
付
、
入
院
時
食
事
療
養
費
、
入
院

時
生
活
療
養
費
、
保
険
外
併
用
療
養

費
の
支
給
に
か
か
る
事
由
に
よ
る
も

の
）
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

加
害
者
の
行
為
に
よ
っ
て
生
じ
た

ケ
ガ
や
病
気
の
治
療
費
な
ど
は
、
本

来
、
加
害
者
が
被
害
者
に
支
払
う
べ

き
も
の
な
の
に
、
そ
の
給
付
を
協
会

け
ん
ぽ
都
道
府
県
支
部
ま
た
は
健
康

保
険
組
合
等
保
険
者
（
以
下
「
保
険

者
」
と
い
い
ま
す
）
が
行
え
ば
、
加

害
者
か
ら
も
損
害
賠
償
を
受
け
ら
れ

る
こ
と
か
ら
、
結
果
的
に
二
重
に
給

付
を
受
け
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
そ

こ
で
、
保
険
給
付
と
損
害
賠
償
間
で

支
給
調
整
が
行
わ
れ
ま
す
。

そ
の
判
断
材
料
と
し
て
、
す
み
や

か
に
、
次
頁
表
の
う
ち
必
要
な
書
類

を
添
付
し
て
、「
交
通
事
故
、
自
損
事

故
、
第
三
者
（
他
人
）
等
の
行
為
に

よ
る
傷
病
（
事
故
）
届
」（
以
下
「
第

三
者
行
為
に
よ
る
傷
病
届
」
と
い
う
）

を
保
険
者
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
（
す
ぐ
に
提
出
で
き
な
い
場

合
は
、
ま
ず
電
話
等
で
保
険
者
に
連

絡
す
る
と
よ
い
で
し
ょ
う
）。

損
害
賠
償
請
求
権
の
代
位
取
得

被
害
者
（
被
保
険
者
・
被
扶
養
者
）

が
先
に
健
康
保
険
か
ら
治
療
を
受
け

た
場
合
、
保
険
者
は
加
害
者
が
支
払

う
べ
き
治
療
費
な
ど
を
立
替
払
い
し

た
こ
と
に
な
り
ま
す
の
で
、
後
日
、

保
険
者
が
、
加
害
者
に
対
し
過
失
割

合
の
価
額
を
限
度
に
請
求
し
ま
す
。

つ
ま
り
、
被
害
者
が
有
す
る
加
害

者
に
対
す
る
損
害
賠
償
請
求
権
が
保

険
者
に
移
行
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

こ
れ
を
「
損
害
賠
償
請
求
権
の
代
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位
取
得
」
と
い
い
、
保
険
者
は
、
こ

れ
を
受
け
て
、
保
険
給
付
を
し
た
額

の
範
囲
内
で
、
加
害
者
に
対
し
て
求

償
権
の
行
使
を
行
う
こ
と
に
な
り
ま

す
。控

除
反
対
に
、
加
害
者
の
損
害
賠
償
が

健
康
保
険
の
給
付
よ
り
先
に
行
わ
れ

た
場
合
で
あ
っ
て
、
加
害
者
か
ら
同

一
の
事
由
に
つ
き
損
害
賠
償
を
受
け

た
と
き
は
、
保
険
者
は
、
そ
の
価
額

の
範
囲
で
保
険
給
付
は
行
い
ま
せ
ん
。

こ
れ
を
控
除
と
い
い
ま
す
。

示
談
に
対
す
る
留
意
点

相
手
に
過
失
が
あ
る
に
も
か
か
わ

ら
ず
、「
健
康
保
険
で
治
療
を
受
け
る

の
で
治
療
費
等
は
要
り
ま
せ
ん
」
と

か
「
今
後
一
切
治
療
費
は
請
求
し
ま

せ
ん
」
な
ど
と
安
易
に
示
談
を
す
る

と
、
そ
の
時
点
で
損
害
賠
償
請
求
権

を
放
棄
し
た
こ
と
に
な
り
、
そ
の
日

以
降
、
健
康
保
険
で
治
療
等
を
受
け

る
こ
と
は
で
き
な
く
な
り
、
治
療
費

な
ど
は
、
被
害
者
で
あ
る
に
も
か
か

わ
ら
ず
全
額
被
害
者
負
担
と
な
る
可

能
性
が
あ
り
ま
す
。

ケ
ガ
な
ど
の
症
状
が
な
か
な
か
固

定
せ
ず
、
治
療
が
長
引
く
場
合
も
考

え
ら
れ
ま
す
の
で
、
示
談
を
す
る
と

き
に
は
、
事
前
に
保
険
者
に
相
談
な

ど
し
て
慎
重
に
す
る
こ
と
が
大
切
で

す
。な

お
、
慰
謝
料
、
見
舞
金
な
ど
保

険
給
付
と
関
係
の
な
い
も
の
や
差
額

ベ
ッ
ド
代
な
ど
保
険
が
適
用
さ
れ
な

い
も
の
は
、
代
位
取
得
の
対
象
と
な

り
ま
せ
ん
の
で
、
被
害
者
と
加
害
者

の
話
し
合
い
に
な
り
ま
す
。

手
続
き

「
第
三
者
行
為
に
よ
る
傷
病
届
」

は
、
被
保
険
者
等
が
記
入
す
る
こ
と

が
原
則
で
す
が
、
相
手
側
（
損
害
保

険
会
社
等
）
に
依
頼
で
き
る
場
合
は
、

相
手
方
に
記
入
し
て
も
ら
う
こ
と
も

可
能
で
す
。

仕
事
中
・
通
勤
災
害
に
よ
る
事
故

（
労
災
事
故
）
は
、
労
災
保
険
が
適
用

さ
れ
ま
す
の
で
、
健
康
保
険
を
使
用

す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。
ケ
ガ
の

状
況
に
よ
っ
て
、
労
災
事
故
な
の
か

仕
事
以
外
の
事
故
な
の
か
の
判
断
が

で
き
な
い
場
合
は
、
保
険
者
に
相
談

す
る
と
よ
い
で
し
ょ
う
。
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労
災
保
険
に
お
い
て
、「
治
ゆ
」

と
は
、
症
状
が
安
定
し
、
疾
病
が
固

定
し
た
状
態
に
あ
る
も
の
（
治
療
の

必
要
が
な
く
な
っ
た
も
の
）
を
い
い

ま
す
。

具
体
的
に
は
、
ケ
ガ
の
場
合
は
創

面
の
治
ゆ
、
病
気
の
場
合
は
、
急
性

症
状
が
消
退
し
慢
性
症
状
は
持
続
し

て
も
医
療
効
果
を
期
待
で
き
な
い
状

態
に
な
っ
た
場
合
の
こ
と
で
す
。
こ

の
時
点
で
障
害
が
残
さ
れ
た
と
き
に

は
障
害
補
償
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

治
ゆ
後
、
再
び
症
状
が
悪
化
し
た

場
合
で
も
、
次
の
要
件
を
す
べ
て
満

た
す
場
合
に
は
、
再
発
と
み
な
さ

れ
、
再
び
補
償
を
受
け
ら
れ
ま
す
。

①

ケ
ガ
や
病
気
の
悪
化
の
原
因

が
、
仕
事
以
外
の
原
因
に
よ
る
も

の
で
な
い
と
認
め
ら
れ
る
こ
と
。

②

治
ゆ
時
の
状
態
か
ら
み
て
、
明

ら
か
に
症
状
が
悪
化
し
た
こ
と
。

③

療
養
に
よ
っ
て
、
そ
の
症
状
の

改
善
が
見
込
ま
れ
る
こ
と
。

パソコンによる
書類の作成・保存

労働基準法第109条において、使用者
には、労働者名簿、賃金台帳、雇入、解
雇、災害補償、賃金、出勤簿・タイムカ
ード等の記録、本法に基づく労使協定の
規定、各種許認可書等の書類を３年間保
存する義務を課しています。これに違反
すると、30万円以下の罰金に処せられま
す。

なお、次の要件を満たせば、これらの
書類をパソコン上で作成して保存するこ
とが可能です。
① 法令で定められた要件を具備し、か

つ、それを画面上に表示し印字するこ
とができること。 

② 労働基準監督官の臨検時等、直ちに
必要事項が明らかにでき、提出し得る
システムとなっていること。 

③　誤って消去されないこと。 
④　長期にわたって保存できること。

子ども手当

平成23年10月から平成24年３月までの
子ども手当の制度を規定した「平成23年度
における子ども手当の支給等に関する特別
措置法」が８月に成立し、10月から実施さ
れています。

子ども手当は、中学校修了前まで（15歳
到達後最初の３月31日まで）の子どもを養
育している者に支給されます。
a 支給額

支給額は次のとおりで、所得制限はあり
ません。
①　３歳未満 （一律）15,000円
②　３歳〜小学校修了前  

第１子・第２子 10,000円
第３子以降 15,000円

③　中学生 （一律） 10,000円
s 支給月

原則として、平成24年２月に平成23年
10月分〜平成24年１月分が、平成24年６

月に２月分及び３月分がそれぞれ支給され
ます。
d 新たな支給要件等

今般の改正で次の要件が追加されました。
①　子どもに対しても国内居住要件が新設

（留学中の場合等は除く）
② 児童養護施設等に入所している子ども

については、子どもの父母等ではなく施
設の設置者等に支給

③ 未成年後見人や父母指定者（父母等が
国外にいる場合）も支給対象に

④ 両親が離婚協議中等で別居している場
合等監護・生計同一要件を満たす者が複
数いる場合は、子どもと同居している者
に支給（単身赴任の場合を除く）

f 手続き
支給要件に該当する場合は、これまで子

ども手当を受給していた者も含めて、新た
に認定請求書を市区町村に提出する必要が
あります。　申請猶予期間がありますので、
それらも含めて、詳細については、住所地
の市区町村にお問い合わせください。

治
ゆ
の
状
態


